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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　浴槽側壁の一の側面に当接される引き圧部を備えており且つ浴槽側壁の一の側面に対向
するように配置される引込み部と、
　前記引込み部に対向するように配置される引込み操作部と、
　前記引込み部と前記引込み操作部とを連結する連結部と
からなる可動フレームと、
　手摺り本体と、
　浴槽側壁の上面に対向するように配置される水平部と、
　前記水平部に連結しており且つ前記浴槽側壁の一の側面の反対側の他の側面に対向する
ように配置される当接部を備えた垂直部と
からなる固定フレームと、
　前記引込み操作部に連結されており且つ前記引込み操作部を前記垂直部に対して近接又
は離間させる移動装置を備えており、そして
　前記当接部は、その一部領域の厚みが残部領域の厚みよりも厚肉化又は薄肉化されてい
る、若しくはその一部領域の厚みを残部領域の厚みよりも厚肉化又は薄肉化できることを
特徴とする浴槽用手摺り。
【請求項２】
　前記当接部は、前記固定フレームに設けられた当接基部と、そして前記当接基部の一部
領域に着脱可能に取り付けられるブロックを含んでいることを特徴とする請求項１に記載
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の浴槽用手摺り。
【請求項３】
　前記当接部は、前記固定フレームの前記垂直部に着脱可能に取り付けられており且つ前
記当接部を上下方向に分割した複数のブロックを含んでいることを特徴とする請求項１に
記載の浴槽用手摺り。
【請求項４】
　前記複数のブロックうち、少なくとも２つのブロックは上下方向において異なる幅を有
していることを特徴とする請求項３に記載の浴槽用手摺り。
【請求項５】
　前記ブロックは、同一又は異なる厚みを有する他のブロックと入れ換えたり、或いは同
一又は異なる厚みを有する他のブロックをさらに前記ブロックの上へ着脱可能に取り付け
ることができる請求項２ないし４のいずれか１項に記載の浴槽用手摺り。
【請求項６】
　前記ブロックは、着脱可能に積層された同一又は異なる厚みを有する複数のサブブロッ
クから構成されていることを特徴とする請求項２ないし４のいずれか１項に記載の浴槽用
手摺り。
【請求項７】
　前記当接基部及び／又は前記ブロックの表面には凸部が設けられており、前記ブロック
の裏面には凹部が設けられており、そして前記ブロックはその凹部を前記当接基部又は他
のブロックの凸部へ嵌め込むことにより連結されることを特徴とする請求項２に記載の浴
槽用手摺り。
【請求項８】
　前記ブロックは、ネジを介して前記当接基部又は他のブロックへビス止めされているこ
とを特徴とする請求項２に記載の浴槽用手摺り。
【請求項９】
　前記当接部は、上部領域の厚みがその下部領域の厚みよりも厚肉化又は薄肉化されてい
ることを特徴とする請求項１ないし８のいずれか１項に記載の浴槽用手摺り。
【請求項１０】
　前記移動装置は、前記引込み操作部を前記垂直部に対して離間させることにより、前記
連結部を介して前記引込み部を前記垂直部に対して近接させ、そして前記引込み操作部を
前記垂直部に対して近接させることにより、前記連結部を介して前記引込み部を前記垂直
部に対して離間させるものであることを特徴とする請求項１ないし９のいずれか１項に記
載の浴槽用手摺り。
【請求項１１】
　前記移動装置は、前記引込み操作部に回動可能に取り付けられたナットと、前記ナット
を回動するためのハンドルノブと、そして先端部が前記固定フレームの前記垂直部に連結
されており且つ前記ナットに螺合するボルトとから構成されていることを特徴とする請求
項１ないし１０のいずれか１項に記載の浴槽用手摺り。
【請求項１２】
　所定の力未満では、前記ハンドルノブから前記ナットへ回動力を伝達し、そして所定の
力以上では、前記ハンドルノブから前記ナットへの回動力の伝達を遮断するトルク伝達・
遮断手段をさらに含んでいることを特徴とする請求項１１に記載の浴槽用手摺り。
【請求項１３】
　前記引込み部と前記引込み操作部との間の離間距離は調節可能であることを特徴とする
請求項１ないし１２のいずれか１項に記載の浴槽用手摺り。
【請求項１４】
　前記固定フレームには、端部が床面と当接する脚部とが取り付けられていることを特徴
とする請求項１ないし１３のいずれか１項に記載の浴槽用手摺り。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
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【０００１】
　本発明は、浴槽側壁の側面と上面に当接するように配置される薄肉の固定フレームと、
該固定フレーム上で該固定フレーム側へ引き込み可能に取り付けられる薄肉の下向きコの
字型の可動フレームとを備えた浴槽用手摺りに関し、原則として浴槽の形式を選ばず、ど
のような形状や構造を有する浴槽側壁にも取り付けることができ、さらに取付け操作過程
において、手摺り（把手）の取付け位置に位置ズレや位置ズレに起因する応力（摩擦力）
を生じることなく、所望する位置への固定を可能にする浴槽用手摺りに関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来より、高齢者等が浴槽に出入りする際に身体を容易に支持することができるように
、浴槽側壁を洗い場側及び浴槽側からクランプすることによって着脱自在に取り付けるこ
とができる浴槽用手摺りが知られている。
【０００３】
　また、浴槽には浴槽の内壁も外壁も一体となった強度部材から製作されており、その形
状も立方体などの比較的単純な形状を有する従来型の浴槽から、浴槽のユニット化、高機
能化、デザイン性の高度化などに伴い、浴槽の内壁は強度部材で製作されており、浴槽の
リム部以外の外壁は強度を有さない取り外し可能な化粧板（エプロン）で製作されており
、そしてその形状もより複雑化した最新型のユニットバスまでの様々なタイプの浴槽が存
在している。
【０００４】
　このため、従来型の浴槽のように、浴槽の内壁も外壁も比較的強度を有する部材から製
作された浴槽については、例えば特開２０１１－１８９０６９号公報（特許文献１）に記
載されているように、略同じ当接面積を有し且つ略鏡面対称となるように対向して配置さ
れる押圧板及び押圧受け板によって、浴槽側壁を洗い場側及び浴槽側からクランプするタ
イプの浴槽用手摺りが提供されている。また、最新型のユニットバスのように、浴槽の内
壁は強度を有するがリム部以外の外壁は強度を有していない浴槽については、例えば特開
２０１５－１７３６９９号公報（特許文献２）に記載されているように、洗い場側には強
度を有する上部リム部のみに当接する上下方向に偏平した押圧板を配置し、そして浴槽側
には押圧板よりも広い当接面積を有する押圧受け板を配置することによって、浴槽側壁を
洗い場側及び浴槽側からクランプするタイプの浴槽用手摺りが提供されている。
【０００５】
　しかしながら、浴槽についての専門知識を有さない浴槽用手摺りの利用者が浴槽の形式
を的確に判別し、それに適合する浴槽用手摺りを選定することは困難であるという問題が
あった。このように、従来の浴槽用手摺りでは、取り付ける浴槽の形式に応じて適合する
タイプの浴槽用手摺りを選定しなければならなかったため、浴槽の形式を選ばず、どのよ
うな形状や構造を有する浴槽側壁にも簡単に取り付けることができる汎用性の高い浴槽用
手摺りの開発が待ち望まれていた。
【０００６】
　また、特許文献１，２に記載された浴槽用手摺りの場合は、いずれも側壁載置フレーム
に支持された押圧板を浴槽へ押し付けることにより浴槽側壁をクランプするものであるた
め、図１２（ａ）（ｂ）に示されているように、押圧板を浴槽側壁へ押し付けると、側壁
載置フレームに支持された手摺りは逆に浴槽側壁から離れてしまい（手摺りの中心と浴槽
側壁の中心との距離Ｌ２）、手摺りを当初予定していた載置位置（手摺りの中心と浴槽側
壁の中心との距離Ｌ１）に取り付けることができないばかりか、取り付け状態も極めて不
安定になるという問題があった。
【０００７】
　特に特許文献１，２に記載の浴槽用手摺りは、押圧板を浴槽側壁へ押し付けると、浴槽
側壁の上に直置きされた側壁載置フレームが浴槽側壁に対して相対的に移動するため、側
壁載置フレームと浴槽側壁の上面との間に応力（摩擦力）を生じることになる。その結果
、押圧板を浴槽側壁へ押し付けても側壁載置フレームが十分に移動することができず、ラ
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バー等の弾性変形により、側壁載置フレームと浴槽側壁の上面との間に内部応力（摩擦力
）が蓄積される結果、浴槽用手摺りや浴槽側壁を変形させたり或いは意図しない内部応力
（摩擦力）の解放により、側壁載置フレームと浴槽側壁の上面との間でさらなる位置ズレ
を発生させるという本質的な問題があった。
【０００８】
　また、特許文献２に記載の浴槽用手摺りでは、浴槽外壁の上部リム部のみを押圧する押
圧板の押圧部分の中心と、浴槽内壁を押圧板よりも下方領域を押圧する押圧受け板の押圧
部分の中心とはそれぞれ上下方向に偏心しているため、浴槽用手摺りには浴槽側壁の内外
方向に傾転させるモーメントが生じることになる。このため、特許文献２に記載に記載さ
れた浴槽用手摺りの場合は、取り付ける浴槽の形式に拠らず、常に浴槽用手摺りの傾転を
防止するために脚部を取り付けなければならず、構造や取付け作業が複雑になるという問
題があった。
【０００９】
　一方、浴槽用手摺りを取付け際に手摺りが浴槽側壁から離間してしまうという問題や手
摺りの取付け位置の位置ズレや位置ズレに起因する応力が発生するという問題については
、例えば特開２０００-３３６８８２号公報（特許文献３）や特願２０１６－１３１７０
４号（特許文献４）に記載されているように、洗い場側に配置される手摺りは浴槽側壁の
上に直置きされる側壁載置フレームに取り付け、押圧板は、手摺りとは反対側の浴槽側に
配置される連結フレームに進退可能に取り付けることにより上記の問題を解決した浴槽用
手摺りが提供されている。また、本体フレームの上に配置された可動フレームが浴槽側壁
と当接するまで本体フレーム側に引き込まれるようにすることで上記の問題を解決した実
開平３－６０５９０号公報（特許文献５）に記載されているような浴槽用手摺りも知られ
ている。
【００１０】
　しかしながら、特許文献３、４に記載された浴槽用手摺りの場合、ボルト軸やハンドル
ノブなど、可動フレームに取り付けられた押圧板を螺進退させるための移動装置が浴槽内
部側へ突出するため、浴槽手摺りの使用者にとって危険であり邪魔になる場合があるとい
う問題があった。
【００１１】
　また、特許文献３に記載の浴槽用手摺りの場合は、浴槽側壁を洗い場側及び浴槽側から
均等に押圧するために、平坦で略同じ形状の当接面を有する押圧板及び押圧受け板を用い
て平坦な浴槽側壁をクランプすることを基本としているため、例えば浴槽の外壁に段差が
ある場合は、外壁に段差補正板を接着させて外壁面を平坦にした上で浴槽用手摺りを取り
付けなければならない（特許文献３の段落［００５７］，［００５８］及び図１，２参照
）。
【００１２】
　ところが、段差補正板を用いた場合、手摺りへ、横方向で浴槽側壁の側面と平行な方向
に力を加えられると、段差補正板が、浴槽側壁又は浴槽用手摺りの押圧受け面との間で、
若しくは段差補正板が積み重ねられている場合は段差補正板同士の間でズレを生じて、浴
槽用手摺りが浴槽側壁から転倒又は脱落してしまうという問題があった。また、段差補正
板は単純な同一形状を有しているため、浴槽側壁の段差の形状が段差補正板の形状と異な
る場合（例えば図９（ａ），図１０（ａ）参照）は、浴槽側壁を平坦な形状に補正するこ
とができないという問題もあった。
【００１３】
　さらに、特許文献５に記載された浴槽用手摺りの場合、ボルト軸など、可動フレームを
本体フレーム側に引き込むための移動装置が浴槽側壁の上面上に嵩高く配置されることに
なるため、浴槽用手摺りを取り付けた状態では浴槽に蓋をすることができなくなったり、
蓋をしても大きな隙間を生じて浴温が低下してしまうという問題もあった。
【先行技術文献】
【特許文献】
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【００１４】
【特許文献１】特開２０１１－１８９０６９号公報
【特許文献２】特開２０１５－１７３６９９号公報
【特許文献３】特開２０００-３３６８８２号公報
【特許文献４】特願２０１６-１３１７０４号
【特許文献５】実開平３－６０５９０号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１５】
　そこで、本発明は、浴槽側壁を洗い場側及び浴槽側からクランプすることによって着脱
自在に取り付けられる浴槽用手摺りにおいて、原則として浴槽の形式を選ばず、どのよう
な形状や構造を有する浴槽側壁にも取り付けることができ、そして取付け操作過程におい
て、手摺り（把手）の取付け位置に位置ズレや位置ズレに起因する応力（摩擦力）を生じ
ることなく所望する位置への固定を可能にし、さらに浴槽に蓋をする際などの邪魔となら
ないようにフレーム等が薄肉化された浴槽用手摺りを提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１６】
　本発明者等は、上記の目的を達成するために、浴槽の種類や、クランプにより浴槽用手
摺りを浴槽側壁へ取り付ける方法及びその構成や、浴槽側壁の上面に直接載置される固定
フレームおよび該固定フレームの上に取り付けられる可動フレームの形状、固定フレーム
と可動フレームとの連結構造、固定フレームに対する可動フレームの相対位置を変化させ
るための移動装置の構造及びその取り付け位置などについて鋭意検討を重ねた。
【００１７】
　その結果、本発明者等は、浴槽用手摺りを、浴槽側壁の側面と上面に当接するように配
置される固定フレームと、該固定フレーム上で該固定フレーム側へ引き込み可能に取り付
けられる可動フレームとから構成し、可動フレームを下向きコの字型の形状とすることに
より、可動フレームを引き込むための移動装置を浴槽側壁の側面に配置される固定フレー
ムと可動フレームの縦部分に取り付けられるようにし、さらに浴槽の外壁と当接する固定
フレームの当接面は着脱可能なブロックなどで構成することにより、その一部領域の厚み
が残部領域の厚みよりも厚肉化又は薄肉化されている、若しくはその一部領域の厚みを残
部領域の厚みよりも厚肉化又は薄肉化できるようにすることで上記の目的を達成できるこ
とを見出し、本発明を完成させるに至った。
【００１８】
　すなわち、本発明によれば、浴槽側壁の一の側面に当接される引き圧部を備えており且
つ浴槽側壁の一の側面に対向するように配置される引込み部と、前記引込み部に対向する
ように配置される引込み操作部と、前記引込み部と前記引込み操作部とを連結する連結部
とからなる可動フレームと、手摺り本体と、浴槽側壁の上面に対向するように配置される
水平部と、前記水平部に連結しており且つ前記浴槽側壁の一の側面の反対側の他の側面に
対向するように配置される当接部を備えた垂直部とからなる固定フレームと、前記引込み
操作部に連結されており且つ前記引込み操作部を前記垂直部に対して近接又は離間させる
移動装置を備えており、そして前記当接部は、その一部領域の厚みが残部領域の厚みより
も厚肉化又は薄肉化されている、若しくはその一部領域の厚みを残部領域の厚みよりも厚
肉化又は薄肉化できることを特徴とする浴槽用手摺りが提供される。
【００１９】
　本発明の浴槽用手摺りは、主として浴槽側壁の一方の側面と上面に当接するように直接
載置される固定フレームと、浴槽側壁の他方の側面に対向するように配置される引込み部
を備えており且つ固定フレームに対して移動可能に取り付けられる可動フレームと、そし
て可動フレームを固定フレームに対して進退可能に連結するため、固定フレームと可動フ
レームの縦部分（浴槽側壁の側面に配置される部分）に取り付けられる移動装置とから構
成されている。
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【００２０】
　また、固定フレームは、浴槽側壁の上面と当接する水平部と、水平部と連結し且つ浴槽
側壁の側面と当接する垂直部とを備えており、側面視において略下向きのＬ字型の形状を
有している。一方、可動フレームは、浴槽側壁の側面に配置される引込み部と、引込み部
に対向するように配置される引込み操作部と、そして引込み部と引込み操作部とを連結す
る連結部とを備えており、側面視において略下向きのコ字型の形状を有している。
【００２１】
　このため、本発明の浴槽用手摺りでは、固定フレームは浴槽側壁の上面に直接載置され
、可動フレームは浴槽側壁の上面に直接載置された固定フレームに対して進退するのみで
あるので、固定フレームは、可動フレームの引き込み操作によって浴槽側壁の上面との間
に位置ズレや摩擦力（残留応力）を生じることなく、安定した状態で強固に取り付けるこ
とができる。また、本発明の浴槽用手摺りでは、固定フレームを浴槽側壁へ寄せて載置し
た後は、可動フレームの引込み部を浴槽側壁へ引き込んでも、固定フレーム及び該固定フ
レームに取り付けられた手摺り本体（特に上部グリップ）が浴槽側壁から移動して離れて
しまうという問題がなく、その結果、上部グリップは洗い場側へ傾転され難い構造となっ
ている。
【００２２】
　本発明の浴槽用手摺りでは、連結部を介して可動フレームの引込み部を引き込むことに
よる浴槽側壁のクランプは、移動装置により、浴槽側壁を挟んで引込み部とは反対側に配
置される引込み操作部を固定フレームの垂直部から離間させることにより行われる。別言
すれば、可動フレームの移動装置は、引込み操作部を垂直部に対して離間させることによ
り、連結部を介して引込み部を垂直部に対して近接させ、そして引込み操作部を垂直部に
対して近接させることにより、連結部を介して引込み部を垂直部に対して離間させるよう
に機能する。
【００２３】
　このため、本発明では、引込み操作部を介して、可動フレームを引き込むための移動装
置を浴槽側壁の側面に配置することが可能となり、浴槽側壁の上面に配置される水平部や
連結部に移動装置を配置する必要がなくなるので、特許文献５に記載されているような可
動フレームを固定フレーム側へ引き込むタイプの浴槽用手摺りであるにも関わらず、浴槽
側壁の上面に配置される水平部や連結部の構造を単純化して、その厚みを極めて薄くする
ことができる。そのため、本発明の浴槽用手摺りは、浴槽側壁へ取り付けた場合において
も、可動フレームや固定フレームが浴槽側壁と蓋との間に浴温が低下させるような隙間等
を生じさせることがなく、高い密閉性を有する該蓋の浴槽への取り付けを可能にする。
【００２４】
　本発明の移動装置は、可動フレームの引込み操作部を固定フレームの垂直部に対して近
接させる場合、引込み操作部を垂直部から引き込むことによって離間させるものであって
も、或いは垂直部を引込み操作部から押し込むことによって離間させるものであってもよ
く、そしてその離間状態を保持できるものであることが好ましい。また、移動装置は、少
なくとも可動フレームの引込み操作部と連結されていれば、必ずしも固定フレームの垂直
部と連結されている必要はない。
【００２５】
　例えば移動装置がボルト軸及びナットから構成されている場合は、ナットが少なくとも
可動フレームの引込み操作部に取り付けられていれば、ボルト軸の先端部分が垂直部に連
結されていなくも、ボルト軸を進行させてその先端部分を垂直部へ押し込めば垂直部を引
込み操作部から離間させることができ、そしてボルト軸を後退させれば、ボルト軸による
引込み操作部と垂直部との間の緊張状態（突っ張り状態）が解放されて、垂直部が引込み
操作部側へ復帰する（近接する）からである。
【００２６】
　本発明の浴槽用手摺りでは、連結部が水平部の上側に配置されている場合、可動フレー
ムは固定フレームに対して首振り可能に取り付けられていてもよい。可動フレームが固定
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フレームに対して首振り可能に取り付けられていると、さらに引き圧部を首振り可能に可
動フレームに取り付けることなく、クランプ部分を湾曲して厚みが一定でない浴槽側壁に
対して追従させて、浴槽用手摺り本体を浴槽側壁に強固に取り付けることができるように
なる。
【００２７】
　また、可動フレームが首振り可能であると、上述の引き圧部を省略したり、或いは引き
圧部を設けるとしてもそれらの首振り角度を小さくできるので、固定フレームや可動フレ
ームの大きさ又は浴槽用手摺り本体の大きさをコンパクトにできるというメリットがある
。
【００２８】
　可動フレームを固定フレームに対して首振り可能に取り付ける構造は特に限定されるも
のではないが、例えば可動フレームの連結部又は固定フレームの水平部にスリットを設け
、そして該スリットを利用して連結部と水平部とをビス止めすることにより実現すること
ができる。また、例えば移動装置がボルト軸及びナットから構成されている場合は、ナッ
トを可動フレームの引込み操作部へ首振り可能に取り付け、及び／又はボルト軸の先端部
分を固定フレームの垂直部へ首振り可能に取り付けることによって実現することができる
。
【００２９】
　特にナットを可動フレームの引込み操作部に取り付け、ボルト軸の先端部分を固定フレ
ームの垂直部に取り付けるなど、移動装置を引込み操作部だけでなく垂直部にも連結させ
ると、可動フレームは移動装置を介して固定フレームと連結されるので、固定フレームか
ら不用意に脱離することがなくなり持ち運び等に便利になる。
【００３０】
　本発明の浴槽用手摺りは、浴槽の外壁と当接する固定フレームの当接部がその一部領域
の厚みが残部領域の厚みよりも厚肉化又は薄肉化されている、若しくはその一部領域の厚
みを残部領域の厚みよりも厚肉化又は薄肉化できるので、原則として浴槽の形状や形式を
選ばず、浴槽の内壁も外壁も強度を有する部材から製作されている浴槽であっても、浴槽
の内壁は強度を有するがリム部以外の外壁は強度を有さない浴槽であっても取り付けるこ
とができる（図９，１０参照）。
【００３１】
　具体的には、浴槽の外壁が、段差がある場合を含み且つ強度を有する場合、本発明の浴
槽用手摺りは、壁面形状に追従するように当接部の一部の厚みを調整することにより当接
部の押付け力（反力）を、引き圧部の押付け力と略鏡面対称の位置で対向するように当接
面全体へ分散させることができる（図１０（ａ）（ｃ）参照）。このため、本発明の浴槽
用手摺りは、浴槽用手摺りに回転モーメントを生じさせることなく浴槽側壁の内外におい
て釣り合いのとれたクランプ状態を形成することができる。また、当接部の押付け力（反
力）が分散されると単位面積当たり押付け力（反力）も低減されるので、浴槽側壁を損傷
するリスクが低減されると共に、浴槽用手摺りの取り付けが許容される浴槽側壁の強度範
囲（適用範囲）も拡大される。
【００３２】
　また、浴槽の外壁が、段差がある場合を含み且つリム部以外で強度を有さない場合、本
発明の浴槽用手摺りは、当接部の一部領域の厚みが、残部領域の厚みよりも予め厚肉化又
は薄肉化されているものを準備したり、或いは当接部の一部の厚みを調整することにより
当接部の押付け力（反力）を浴槽外壁のリム部のみへ加えられるように集中させることが
できる。このため、本発明の浴槽用手摺りは、リム部以外の外壁が強度を有さない浴槽に
ついても強固に取り付けることが可能となり、また、リム部以外の強度を有さない部分（
エプロン、化粧板）の損傷を防止することもできる（図９（ａ）（ｂ）参照）。
【００３３】
　本発明において、当接部の一部領域の厚みの厚肉化又は薄肉化は、当接部を固定フレー
ムに設けられた当接基部と、当接基部の一部領域に着脱可能に取り付けられるブロックと
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から構成することによって達成される。すなわち、所定の厚みを有し且つ当接基部の当接
面より小さな面積を有するブロックを、例えば当接基部の上部一部領域又は下部一部領域
へ装着することにより、当接部の一部領域の厚みを残部領域の厚みよりも厚肉化又は薄肉
化することができるようになる。
【００３４】
　また、本発明において当接部の全部領域の厚みの変更および一部領域の厚みの厚肉化又
は薄肉化は、当接部を固定フレームに設けられた当接基部と、当接基部に着脱可能に取り
付けられており且つ当接部を上下方向に分割した複数のブロックとから構成することによ
って達成される。すなわち、当接基部の表面には、例えば所定の厚みを有し且つ当接基部
の当接面より小さな面積を有する複数のブロックを一様に装着し、該複数のブロックのう
ち、例えば全部のブロックを着脱することにより当接部の全部領域の厚みを変更すること
ができるようにもなれば、一部のブロックを取り外すことにより当接部の一部領域の厚み
を残部領域の厚みよりも厚肉化又は薄肉化することができるようにもなる。
【００３５】
　なお、当接部は、滑り止めによるグリップ力の向上や浴槽側壁の損傷防止を目的として
、当接基部の表面及びブロックの表面に着脱可能に取り付けられる弾性ラバーを備えてい
ることが好ましい。
【００３６】
　本発明では、当接部が複数のブロックを含んでいる場合は、該複数のブロックうち、少
なくとも２つのブロックは上下方向において異なる幅を有していることが好ましい。当接
部が異なる幅のブロックを備えていると、浴槽側壁が上下方向に幅（高さ）が異なる様々
な段差を有している場合においても、当接部を、該段差形状に追従させて当接させること
ができるようにもなれば（図１０（ａ）（ｃ）参照）、該段差形状に合わせて局部的に当
接させることができるようにもなる（図９（ａ）（ｂ）参照）。
【００３７】
　また、本発明では、当接部のブロックを、同一又は異なる大きさ、厚みを有する他のブ
ロックと入れ換えたり、或いは同一又は異なる大きさ、厚みを有する他のブロックをさら
にブロックの上へ着脱可能に取り付けることができるようにすることで、当接部の全部領
域の厚みを変更できるように、又は当接部の一部領域の厚みを残部領域の厚みよりも厚肉
化又は薄肉化できるように構成することもできる。
【００３８】
　本発明では、ブロックを、着脱可能に積層された同一又は異なる厚みのサブブロックか
ら構成することもできる。ブロックが、積層された異なる厚みのサブブロックから構成さ
れていると、サブブロックの積層数や積層するサブブロックの組み合わせを変えることに
より、当接部の全部領域又は一部領域を様々な厚みに変更することができる。その結果、
浴槽側壁が様々な凹凸の段差を有している場合においても、当接部を、該段差の凹凸に追
従させて当接させることができるようにもなれば、該段差の凹凸に合わせて局部的に当接
させることができるようにもなる。また、サブブロックを薄い板状の部品として構成すれ
ば、当接部の厚みを細かく調節できるようにもなる。
【００３９】
　本発明では、ブロックと固定フレームの当接基部との連結およびブロックと他のブロッ
クとの連結は、当接基部及び／又はブロックの表面に凸部を設け、ブロックの裏面には該
凸部と嵌合する凹部を設け、そしてブロックの凹部を当接基部又は他のブロックの凸部へ
嵌め込むことにより達成される。なお、当接基部及び／又はブロックの表面に設けられる
凸部及びブロックの裏面に設けられる凹部は複数個配置されていてもよく、また前述の構
成とは逆に、凹部を当接基部及び／又はブロックの表面に設け、凸部をブロックの裏面に
設けてもよい。
【００４０】
　このように、本発明では、ブロックと当接基部との連結およびブロックと他のブロック
との連結は、嵌合方向と直交する方向には物理的に移動できない凹部及び凸部による嵌合
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構造を利用しているので、例えば手摺りへ傾転させるような横方向の力が加えられても、
ブロックと当接基部との間でおよびブロックと他のブロックとの間では位置ズレを生じる
ことがない。
【００４１】
　また、ブロックは、上記の位置ズレ防止をさらに強化する目的で、或いは不意に当接部
から離脱するのを完全に防止する目的で、ネジ等の留め具を用いて当接基部又は他のブロ
ックへビス止めしてもよい。
【００４２】
　近年のユニットバスはデザイン性やメンテナンス性を考慮して、浴槽外壁の上部が内壁
と連続する強度を有するリム部として構成され、リム部の下部が強度を有さない取り外し
可能なエプロンとして構成されていることが多い。そのため、固定フレームの当接部をそ
の上部領域の厚みがその下部領域の厚みよりも厚肉化又は薄肉化されているように構成す
ると、浴槽外壁の上部（リム部とエプロンの接続部分）に生じる段差を容易に吸収するこ
とができるので、本発明の浴槽用手摺りを殆どのユニットバスに適用させることができる
ようになる。
【００４３】
　本発明では、浴槽用手摺りの転倒防止や浴槽側壁からの脱落防止を強化するため、端部
が床面と当接する脚部を固定フレームに取り付けてもよい。特に、浴槽内壁は強度を有す
るがリム部以外の外壁は強度を有さない浴槽へ本発明の浴槽用手摺りを取り付ける場合は
、使用者により横方向へ荷重が加えられても或いは浴槽内外のクランプ力の中心位置に偏
心が生じていても、浴槽用手摺りが傾転又は転倒するのを極めて効果的に防止することが
できる。このため、浴槽の内壁及び外壁が一体的に製作されていても、その内部が空洞で
ある場合（図１０参照）は外壁が十分に強度を有していないことがあるので、上記脚部を
併用すれば浴槽用手摺りのより高い安全性が確保される。
【００４４】
　本発明で用いられる移動装置は、引込み操作部に連結されたナットと、ナットと螺合し
ているボルト軸と、そしてナット又はボルト軸を回動させるハンドルノブとを含んでいる
ことが好ましい。この場合、ボルト軸は、ナットを回転させて螺進退させるものであって
も、或いはボルト軸自体を回転させて螺進退させるものであってもよい。また、ボルト軸
は、垂直部に対して首振り可能に連結されていてもよい。
【００４５】
　移動装置がナット及びボルト軸によって構成されていると、ボルト軸の螺進退により、
引込み操作部を垂直部に対して容易に近接又は離間させることができ、さらにその状態も
確実に保持することができる。また、ボルト軸が垂直部に対して首振り可能に連結されて
いると、可動フレームを固定フレームに対して首振り可能に固定することができる。
【００４６】
　上述したように、本発明で用いられる移動装置がナット及びボルト軸によって構成され
ている場合、ナットは引込み操作部と回動可能に連結し、そしてボルト軸は垂直部と回動
不能に連結することができる。この態様の場合、ボルト軸は、引込み操作部に取り付けら
れたナットを回転することにより螺進退されるため、ナットを回転するためのハンドルノ
ブの位置は引込み操作部に対して不変であり、浴槽用手摺りから突出する危険部位を減ら
すことができる。
【００４７】
　このため、ハンドルノブは、その内部に、ナットを回動することにより後退させたボル
ト軸を収容するための収納室を有していることが好ましく、この場合、ハンドルノブはボ
ルト軸から使用者を保護する保護カバーとしても機能する。
【００４８】
　上述したように、本発明で用いられる移動装置がナットを回転することによりボルト軸
を螺進退させるものである場合、所定の力未満では、ハンドルノブからナットへ回動力を
伝達し、そして所定の力以上では、ハンドルノブからナットへの回動力の伝達を遮断する
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トルク伝達・遮断手段を備えていることが好ましい。
【００４９】
　移動装置がトルク伝達・遮断手段を備えていると、使用者がハンドルノブを回して引き
込み部を垂直部へ向けて強力に引き込んでも浴槽側壁を破損することなく、必要にして十
分な引き圧力（クランプ力）をもって本発明の浴槽用手摺りを浴槽側壁へ取り付けること
ができる。
【００５０】
　本発明で用いられる移動装置がナット及びボルト軸によって構成されている場合、他の
態様として、ボルト軸は垂直部と回動可能に連結し、そしてナットは引込み操作部と回動
不能に連結することができる。この態様の場合、螺進退させるボルト軸はハンドルノブに
よって直接回転されることになるので、移動装置の構造を極めて単純化することができ、
移動装置の信頼性を向上させることができる。
【００５１】
　上述したように、本発明で用いられる移動装置がボルト軸自体を回転することにより該
ボルト軸を螺進退させるものである場合、所定の力未満では、ハンドルノブからボルト軸
へ回動力を伝達し、そして所定の力以上では、ハンドルノブからボルト軸への回動力の伝
達を遮断するトルク伝達手段を備えていることが好ましい。
【００５２】
　移動装置がトルク伝達・遮断手段を備えていると、使用者がハンドルノブを回して引き
込み部を垂直部へ向けて強力に引き込んでも浴槽側壁を破損することなく、必要にして十
分な引き圧力（クランプ力）をもって本発明の浴槽用手摺りを浴槽側壁へ取り付けること
ができる。
【００５３】
　本発明の浴槽用手摺りでは、可動フレームにおける引込み部と引込み操作部との間の離
間距離は調節可能であることが好ましい。引込み部と引込み操作部との離間距離の調節は
、例えば可動フレームを、引込み部と連結部の一部からなる第１の下向きＬ字形フレーム
と、引込み操作部と連結部の一部からなる第２の下向きＬ字形フレームとから構成し、第
１及び第２の下向きＬ字形フレームの連結部同士の連結位置を調整することにより実現す
ることができる。また、例えば連結部に対して、引込み部及び／又は引込み操作部の取り
付け位置を可変とすることによっても実現することができる。
【００５４】
　引込み部と引込み操作部との間の離間距離を調節可能にしておくと、引込み部と引込み
操作部との離間距離を予め浴槽側壁の厚みに合わせておくことにより、可動フレームを、
浴槽側壁をクランプするのに必要にして最小の幅寸法としておくことができる。その結果
、移動装置によるクランプ操作を少なくし、取り付け時間を短縮することができると共に
、取り付けた後の浴槽用手摺りの浴槽側壁からのはみ出し部分も最小限に抑えることがで
きる。
【００５５】
　本発明の浴槽用手摺りでは、引込み部と垂直部によって浴槽側壁を直接クランプしても
よいが、引込み部に設けられており且つ浴槽側壁の一の側面に当接する引き圧部と、及び
／又は垂直部に設けられており且つ浴槽側壁の他の側面に当接する当接部を介して浴槽側
壁をクランプしてもよい。
【００５６】
　引き圧部は、浴槽側壁との摩擦力を増大させるために樹脂や金属からなる平板、硬質／
軟質ラバー又はそれらの組み合わせ部品から形成することができ、そして引込み部の一体
的な部位として構成することもできるし、或いは引込み部から分離した別体の部品として
構成することもできる。また、引き圧部を引込み部とは別体の部品として構成した場合は
、湾曲、傾斜等した浴槽側壁にスムーズに追従できるように、引き圧部を引込み部に対し
て首振り可能に取り付けてもよい。
【発明の効果】
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【００５７】
　本発明の浴槽用手摺りでは、固定フレームは浴槽側壁の上面に直接載置され、可動フレ
ームは浴槽側壁の上面に直接載置された固定フレームに対して進退するのみであるので、
固定フレームは、可動フレームの引き込み操作によって浴槽側壁の上面との間に位置ズレ
や摩擦力（残留応力）を生じることなく、安定した状態で強固に取り付けることができる
。また、本発明によれば、固定フレーム及び可動フレームによる浴槽側壁のクランプ前後
において、固定フレームに取り付けられた手摺り部やハンドルノブの浴槽側壁に対する相
対位置を変化させることなく、浴槽用手摺りを浴槽側壁へ取り付けることができる。
【００５８】
　本発明の浴槽用手摺りによれば、浴槽の外壁と当接する固定フレームの当接部がその一
部領域の厚みを残部領域の厚みよりも厚肉化又は薄肉化できるので、原則として浴槽の形
状や形式を選ばず、浴槽の内壁も外壁も強度を有する部材から製作されている浴槽であっ
ても、浴槽の内壁は強度を有するがリム部以外の外壁は強度を有さない浴槽であっても取
り付けることができるようになる。
【００５９】
　特に浴槽の外壁が、段差がある場合を含み且つ強度を有する場合は、壁面形状に追従す
るように当接部の一部の厚みを調整することにより当接部の押付け力（反力）を、引き圧
部の押付け力と略鏡面対称の位置で対向するように当接面全体へ分散させることができる
。このため、本発明の浴槽用手摺りは、浴槽用手摺りに回転モーメントを生じさせること
なく浴槽側壁の内外において釣り合いのとれたクランプ状態を形成することができるよう
になる。また、当接部の押付け力（反力）が分散されると単位面積当たり押付け力（反力
）も低減されるので、浴槽側壁を損傷するリスクが低減されると共に、浴槽用手摺りの取
り付けが許容される浴槽側壁の強度範囲（適用範囲）も拡大される。
【００６０】
　また、浴槽の外壁が、段差がある場合を含み且つリム部以外で強度を有さない場合は、
当接部の一部の厚みを調整することにより当接部の押付け力（反力）を浴槽外壁のリム部
のみへ加えられるように集中させることができる。このため、本発明の浴槽用手摺りは、
リム部以外の外壁が強度を有さない浴槽についても強固に取り付けることが可能となり、
また、リム部以外の強度を有さない部分（エプロン、化粧板）の損傷を防止することもで
きるようになる。
【００６１】
　さらに、本発明の浴槽用手摺りでは、引込み操作部を介して、可動フレームを引き込む
ための移動装置を浴槽側壁の側面に配置することが可能となり、浴槽側壁の上面に配置さ
れる水平部や連結部に移動装置を配置する必要がなくなるので、浴槽側壁の上面に配置さ
れる水平部や連結部の構造を単純化して、その厚みを極めて薄くすることができる。その
ため、本発明の浴槽用手摺りは、浴槽側壁へ取り付けた場合においても、可動フレームや
固定フレームが浴槽側壁と蓋との間に浴温が低下させるような隙間等を生じさせることが
なく、高い密閉性を有する該蓋の浴槽への取り付けを可能にする。
【図面の簡単な説明】
【００６２】
【図１】本発明の浴槽用手摺りの全体概要図である。
【図２】図１に示される浴槽用手摺りの分解図である。
【図３】図１に示される浴槽用手摺りの側面図である。
【図４】図３に示される浴槽用手摺りをボルト軸に沿って切り取った断面図である。
【図５】図２に示される、引込み操作部を有する側の可動フレームの分解図である。
【図６】図２に示される、引込み部を有する側の可動フレームの分解図である。
【図７】当接部を、当接基部、ブロック（サブブロック）及び弾性ラバーへ分解した状態
を示した分解図である。
【図８】当接基部、ブロック（サブブロック）及び弾性ラバーを２つの異なる態様の当接
部へ組み立てた状態を示した組立図である。
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【図９】本発明の浴槽用手摺りを、内壁は強度を有するが、リム部以外の外壁（エプロン
）は強度を有さない３つの異なる形状の浴槽側壁へ取り付けた状態を示す概要図である。
【図１０】本発明の浴槽用手摺りを、内壁も外壁も強度を有する３つの異なる形状の浴槽
側壁へ取り付けた状態を示す概要図である。
【図１１】本発明の浴槽用手摺りを浴槽側壁へ仮装着した状態（ａ）および本装着した状
態（ｂ）を示す概要図である。
【図１２】浴槽側壁を洗い場側から押圧するタイプの従来型の浴槽用手摺りを浴槽側壁へ
仮装着した状態（ａ）および本装着した状態（ｂ）を示す概要図である。
【発明を実施するための形態】
【００６３】
　以下、本発明の一実施形態に係る浴槽用手摺りについて、図面を参照しながら詳細に説
明する。なお、本発明は、以下に示される実施例に限定されるものではなく、本発明の技
術的思想を逸脱しない範囲内で各種の変更が可能である。
【実施例】
【００６４】
　図１及び図２を用いて、本発明の一実施形態に係る浴槽用手摺り１の主な構成を説明す
る。図１には、本実施形態に係る浴槽用手摺り１の全体概要が示されており、図２には、
図１に示された浴槽用手摺り１を主な部品に分解した態様が示されている。
【００６５】
　図１，２に示されているように、本実施形態の浴槽用手摺り１は、主として、上部グリ
ップ６０と脚部５が取り付けられており側面視において下向きに略Ｌ字型の固定フレーム
２と、側部グリップ６１が取り付けられており側面視において下向きに略コの字型の可動
フレーム３と、可動フレーム３を固定フレーム２に対して近接又は離間させるための移動
装置４とから構成されている。
【００６６】
　固定フレーム２は、浴槽側壁の上面に対向するように配置される水平部２２と、水平部
２２に連結しており且つ浴槽側壁の側面に対向するように配置される垂直部２０とから構
成されており、浴槽側壁の側面と上面に当接するように直接載置される。
【００６７】
　可動フレーム３は、浴槽側壁の側面に対向するように配置される引込み部３０と、引込
み部３０に対向するように配置される引込み操作部３１と、引込み部３０と引込み操作部
３１とを連結する連結部３２とから構成されており、固定フレーム２に対して移動可能に
取り付けられる。
【００６８】
　移動装置４は、固定フレーム２の垂直部２０と可動フレーム３の引込み部３０とへ連結
されており、可動フレーム３を固定フレーム２に対して進退可能に移動させる。
【００６９】
　図１１には、本実施形態の浴槽用手摺り１を浴槽側壁１０へ仮装着した状態（ａ）およ
び本装着した状態（ｂ）が示されている。また、図１２には、図１１に示された本実施形
態の浴槽用手摺り１の比較例として、浴槽側壁１０を洗い場側から押圧するタイプの従来
型の浴槽用手摺り１ｘを浴槽側壁へ仮装着した状態（ａ）および本装着した状態（ｂ）が
示されている。
【００７０】
　上述したように、本実施形態の浴槽用手摺り１では、固定フレーム２は浴槽側壁の上面
に直接載置され、可動フレーム３は固定フレーム２の上で進退するのみである。このため
、手摺り本体６（特に上部グリップ６０）は、浴槽側壁の上面及び外壁面と当接させてそ
の位置において固定される固定フレーム２に設けられており、引き圧部３３は、固定フレ
ーム２に連結された可動フレーム３の浴槽側に配置されているので、固定フレーム２は、
可動フレーム３及び引き圧部３３を前進及び後退させても浴層側壁に対して不動である。
そのため、本実施形態の浴槽用手摺り１は、図１１（ａ）（ｂ）に示されているように、
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可動フレーム３及び引き圧部３３を浴槽側壁１０へ引き込んでも固定フレーム２と浴槽側
壁１０の上面との間に位置ズレや応力（摩擦力）を生じることがなく（例えば、手摺り４
の中心と浴槽側壁１０の中心との距離Ｌ０は不変で一定）、極めて安定した状態で取り付
けることができる。
【００７１】
　図３には、本実施形態に係る浴槽用手摺り１の側面図が示されており、図４には、本実
施形態に係る浴槽用手摺り１をボルト軸４０に沿って切り取った断面図が示されている。
【００７２】
　図３，４を参照して理解されるように、本実施形態の浴槽用手摺り１では、浴槽側壁の
クランプは、移動装置４により、可動フレーム３の引込み部３０及び引き圧部３３を固定
フレーム２に対して引き込むことにより行われる。このため、移動装置４は、浴槽側壁を
クランプする時は、可動フレーム３の引込み操作部３１を固定フレーム２の垂直部２０に
対して離間させることにより、可動フレーム３の連結部３２を介して引込み部３０の引き
圧部３３を垂直部２０の当接部２１へ近接させるように機能し、そして浴槽側壁のクラン
プを解放する時は、引込み操作部３１を垂直部２０に対して近接させることにより、連結
部３２を介して引込み部３０の引き圧部３３を垂直部２０の当接部２１から離間させるよ
うに機能する。
【００７３】
　このため、本実施形態では、可動フレーム３を引き込むための移動装置４は、引込み操
作部３１を介して浴槽側壁の側面に配置することが可能となり、浴槽側壁の上面に配置さ
れる水平部２２や連結部３２に設ける必要がなくなるので、特許文献５に記載されている
ような可動フレームを固定フレーム側へ引き込むタイプの浴槽用手摺りであるにも関わら
ず、浴槽側壁の上面に配置される水平部２２や連結部３２の構造を単純化することができ
、水平部２２や連結部３２の厚みを極めて薄くすることができる。その結果、本実施形態
の浴槽用手摺り１は、浴槽側壁へ取り付けた場合においても、可動フレーム３や固定フレ
ーム２が浴槽側壁と蓋との間に浴温が低下させるような隙間等を生じさせることがなく、
高い密閉性を有する該蓋の浴槽への取り付けを可能にする。
【００７４】
　図５には、図２に示される可動フレーム３のうち、引込み操作部３１を有する側の第１
の可動フレーム３ｘの分解図が示されており、そして図６には、引込み部３０を有する側
の第２の可動フレーム３ｙの分解図が示されている。
【００７５】
　本実施形態では、可動フレーム３は、引込み部３０と引込み操作部３１との間の離間距
離を調節できるように、下向きに略Ｌ字型の第１の可動フレーム３ｘ（図５）と、第１の
可動フレーム３ｘとは分離独立している、下向きに略Ｌ字型の第２の可動フレーム３ｙ（
図６）とから構成されており、第１の可動フレーム３ｘと第２の可動フレーム３ｙとはそ
れぞれの連結部３２ｘ，３２ｙを介して連結されている。また、図示しないが、引込み部
３０と引込み操作部３１との間の離間距離の調節可能化は、例えば連結部３２に対して引
込み部３０及び／又は引込み操作部３１を分離独立した部品として構成し、連結部３２に
対して取り付け位置を変更できるようにすることによっても達成することができる。
【００７６】
　引込み部３０と引込み操作部３１との間の離間距離を調節可能にしておくと、引込み部
３０と引込み操作部３１との離間距離を予め浴槽側壁の厚みに合わせておくことにより、
可動フレーム３を、浴槽側壁をクランプするのに必要にして最小の幅寸法としておくこと
ができる。そのため、移動装置４によるクランプ操作を少なくし取付け時間を短縮するこ
とができると共に、取り付けた後の可動フレーム３の浴槽側壁からのはみ出し部分も最小
限に抑えることができるようになる。
【００７７】
　図示しないが、本実施形態の浴槽用手摺り１のように、連結部３２が水平部２２の上側
に配置されている場合、可動フレーム３は固定フレーム２に対して水平方向の連結角度を
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変えられるように首振り可能に取り付けてもよい。可動フレーム３を固定フレーム２に対
して首振り可能に取り付けると、可動フレーム３及び固定フレーム２のクランプ部分が湾
曲して厚みが一定でない浴槽側壁に対してスムーズに追従し、浴槽用手摺り本体を浴槽側
壁に強固に取り付けることができるようになる。
【００７８】
　また、可動フレーム３自体を首振り可能に取り付けると、同じ湾曲して厚みが一定でな
い浴槽側壁に対しても、引き圧部３３が分担すべき首振り角度が小さくなるので、固定フ
レーム２や可動フレーム３の大きさ又は浴槽用手摺り本体の大きさをコンパクトにできる
。
【００７９】
　本実施形態では、図５に示されているように第１の可動フレーム３ｘは片状体であって
、略垂直に配置される引込み操作部３１と、引込み操作部３１と連結し且つ略水平に配置
される第１の連結部３２ｘを含んでいる。引込み操作部３１には、移動装置４を取り付け
るための円形の開口３１０が設けられており、第１の連結部３２ｘには、第２の可動フレ
ーム３ｙの第２の連結部３２ｙをスライド可能に取り付けるための２つのネジ穴３２０と
スリット状の長穴３２１とが設けられている。また、スリット状の長穴３２１は、固定フ
レーム２の水平部２２のネジ穴２２１（図２）に取り付けられたネジと係合することによ
り、可動フレーム３を固定フレーム２に対しスライド可能に取り付ける役割も果たしてい
る。
【００８０】
　図６に示されているように、第２の可動フレーム３ｙも片状体であって、略垂直に配置
される引込み部３０と、引込み部３０と連結し且つ略水平に配置される第２の連結部３２
ｙを含んでいる。引込み部３０の外側には側部グリップ６１がネジ止めされており、引込
み部３０の内側には２つの引き圧部２３が首振り可能に取り付けられている。また、第２
の連結部３２ｙには、第１の連結部３２ｘのネジ穴３２０と整列させて、ネジによりネジ
止めするための２つの平行に並んだ係止溝付きスリット３２２と、さらに第１の連結部３
２ｘの長穴３２１、及び固定フレーム２の水平部２２に設けられたネジ穴２２１（図２）
と整列させて、可動フレーム３を固定フレーム２に対して任意の位置でネジ止め可能にす
る切込み３２３とが設けられている。
【００８１】
　第２の連結部３２ｙの係止溝付きスリット３２２のそれぞれには、スリットから横方向
へ突出した３つの係止溝３２４が形成されている。このため、第１の連結部３２ｘのネジ
穴３２０に固定されたネジ（図示せず）の胴部が係止溝３２４以外のスリットの中に配置
されている時は、第２の可動フレーム３ｙの第２の連結部３２ｙは、第１の可動フレーム
３ｘの第１の連結部３２ｘに対して円滑にスライド移動させることができる。一方、第１
の連結部３２ｘのネジ穴３２０に固定されたネジの胴部が係止溝３２４の中に係止されて
いる時は、第２の可動フレーム３ｙの第２の連結部３２ｙは、第１の可動フレーム３ｘの
第１の連結部３２ｘに対してスライドさせることができず、ネジを締めることにより強固
に固定される。
【００８２】
　上述したように、第１の可動フレーム３ｘと第２の可動フレーム３ｙは、第１の連結部
３２ｘのネジ穴３２０を第２の連結部３２ｙの係止溝３２４とを整合させてネジ止めする
ことにより相互に固定される。さらに、第１の可動フレーム３ｘと第２の可動フレーム３
ｙは、第１の連結部３２ｘの長穴３２１と第２の連結部３２ｙの切込み３２３を固定フレ
ーム２の水平部２２のネジ穴２２１（図２）に取り付けたネジと係合させることができる
ので、可動フレーム３を固定フレーム２に対しスライド可能に取り付けることが可能にな
ると共に、３箇所でネジ止め（３点支持）することができるので（図１参照）、第２の可
動フレーム３ｙが第１の可動フレーム３ｘに対して水平方向へ回転してしまうのを強力に
防止することができる。
【００８３】
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　図７には、固定フレーム２の当接部２１を、当接基部２１０、ブロック２１１及び弾性
ラバー２１４へ分解した状態が示されており、図８には、固定フレーム２の当接基部２１
０、サブブロック２１２ａ～２１２ｃ、２１３ａ～２１３ｃ及び弾性ラバー２１４ａ～２
１４ｃを２つの異なる態様の当接部２１、２１ａへ組み立てた状態が示されている。
【００８４】
　なお、本実施形態の当接部２１では、滑り止めによるグリップ力の向上や浴槽側壁の損
傷防止を目的として、当接基部２１０の表面及びブロック２１１の表面に弾性ラバー２１
４（２１４ａ～２１４ｃ）が着脱可能に取り付けられている。また、弾性ラバー２１４は
、弾性ラバー２１４の裏面に設けられた円形の凸部２２０をブロック２１１及び当接基部
２１０の表面に設けられた円形の凹部２３０へ嵌め込むことにより着脱自在に取り付けら
れる。
【００８５】
　例えば、図８（ｂ）を参照して理解されるように、本実施形態の浴槽用手摺り１では、
固定フレーム２の当接部２１ａは、その上部領域及び下部領域の厚みを残りの中間領域の
厚みよりも厚肉化又は薄肉化できるようになっている。
【００８６】
　当接部２１、２１ａの一部領域の厚みの厚肉化又は薄肉化は、当接部２１、２１ａを固
定フレーム２に設けられた当接基部２１０と、当接基部２１０へ着脱可能であり、そして
所定の厚みを有し且つ当接基部２１０の当接面より小さな面積を有するサブブロック２１
２ａ～２１２ｃ、２１３ａ～２１３ｃとから構成することにより達成される（図８参照）
。すなわち、本実施形態では、ブロック２１１ａ～２１１ｃ及び／又はサブブロック２１
２ａ～２１２ｃ、２１３ａ～２１３ｃを当接基部２１０の上部領域及び下部領域へ装着す
ることにより、例えば図８（ｂ）に示されるように、当接部２１ａの一部領域の厚みを残
りの中間領域の厚みよりも厚肉化又は薄肉化することができる。
【００８７】
　また、本実施形態では、ブロック２１１を、当接基部２１０の当接面全体を上下方向に
分割するように複数のブロック２１１ａ（２１２ａ、２１３ａ）、２１１ｂ（２１２ｂ、
２１３ｂ）、２１１ｃ（２１２ｃ、２１３ｃ）から構成しているので、当接基部２１０の
当接面より小さな面積を有する複数のブロック２１１ａ（２１２ａ、２１３ａ）、２１１
ｂ（２１２ｂ、２１３ｂ）、２１１ｃ（２１２ｃ、２１３ｃ）のうち、例えば図８（ａ）
に示されるように、全部のブロック２１１ａ～２１１ｃを一様に装着する（又は取り外す
）ことにより当接部２１の全部領域の厚みを変更することができれば、例えば図８（ｂ）
に示されるように、中間のブロック２１１ｂ（２１２ｂ、２１３ｂ）を取り外すことによ
り、当接部２１ａの上部領域の厚み（ブロック２１１ａの部分）と下部領域の厚み（ブロ
ック２１１ｃの部分）を中間領域の厚み（当接基部２１０が露出している部分）よりも厚
肉化することもできる。また、図示しないが、上部のブロック２１１ａ（２１２ａ及び／
又は２１３ａ）及び下部のブロック２１１ｃ（２１２ｃ及び／又は２１３ｃ）を取り外す
ことにより、当接部２１ａの中間領域の厚みを上部領域及び下部領域の厚みよりも厚肉化
することもできる。
【００８８】
　図７を参照してよく理解されているように、本実施形態の当接部２１のブロック２１１
は上下方向において異なる幅を有している３つのブロック２１１ａ（２１２ａ、２１３ａ
）、２１１ｂ（２１２ｂ、２１３ｂ）、２１１ｃ（２１２ｃ、２１３ｃ）へ分割されてい
る。このため、本実施形態の浴槽用手摺り１は、図９及び図１０に示されているように浴
槽側壁９ａ及び９ｂが上下方向に幅（高さ）の異なる様々な形状の段差を有している場合
においても、当接部２１を段差部分に局部的に当接させることもできれば（図９（ａ）～
（ｃ）参照）、段差形状に追従させて外壁全体に当接させることもできる（図１０（ａ）
～（ｃ）参照）。
【００８９】
　このように、本実施形態の浴槽用手摺り１では、当接部２１のブロック２１１ａ、２１
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１ｂ、２１１ｃを、同一又は異なる大きさ、厚みを有する他のブロック２１２ａ～２１２
ｃ、２１３ａ～２１３ｃと入れ換えたり、或いは既に装着済みのブロック２１１の上へ、
さらに同一又は異なる大きさ、厚みを有する他のブロック２１２ａ～２１２ｃ、２１３ａ
～２１３ｃを取り付けることで、当接部２１の全部領域の厚みを変更したり（図８（ａ）
）、又は当接部２１ａの上部領域及び下部領域の厚みを残りの中間領域の厚みよりも厚肉
化又は薄肉化することができる（図８（ｂ））。また、本実施形態では、予めブロック２
１１ａ～２１１ｃ及び／又はサブブロック２１２ａ～２１２ｃ、２１３ａ～２１３ｃを当
接基部２１０の上部領域又は下部領域へ固定又は一体成形することにより、当接部２１の
一部領域の厚みが残部領域の厚みよりも予め厚肉化又は薄肉化されている浴槽用手摺りを
準備してもよい。
【００９０】
　本実施形態では、ブロック２１１ａ、２１１ｂ、２１１ｃは、それぞれが着脱可能に積
層された同一又は異なる大きさ、厚みを有するサブブロック２１２ａ～２１２ｃ、２１３
ａ～２１３ｃから構成されている。このため、本実施形態では、サブブロック２１２ａ～
２１２ｃ、２１３ａ～２１３ｃの積層数や積層するサブブロック２１２ａ～２１２ｃ、２
１３ａ～２１３ｃの組み合わせを変えることにより、当接部２１の全部領域又は一部領域
を様々な厚みに変更することができる。その結果、本実施形態の浴槽用手摺り１は、図９
及び図１０に示されているように浴槽側壁９ａ及び９ｂが様々な凹凸の段差を有している
場合においても、当接部２１を段差の凹凸に合わせて局部的に当接させることもできれば
（図９（ａ）～（ｃ）参照）、段差の凹凸に追従させて外壁全体に当接させることもでき
る（図１０（ａ）～（ｃ）参照）。なお、サブブロックを２１２ａ～２１２ｃのサブブロ
ックようにより薄い板状の部品として構成すると、当接部２１の厚みをより細かく調節で
きるようになる。
【００９１】
　本実施形態では、ブロック２１１（２１１ａ～２１１ｃ及び２１２ａ～２１２ｃ、２１
３ａ～２１３ｃ）と固定フレーム２の当接基部２１０との連結、ブロック２１１（２１１
ａ～２１１ｃ及び２１２ａ～２１２ｃ、２１３ａ～２１３ｃ）と他のブロック２１１（２
１１ａ～２１１ｃ及び２１２ａ～２１２ｃ、２１３ａ～２１３ｃ）との連結は、当接基部
２１０及び／又はブロック２１１の表面に円形の凸部２４０を設け、図示しないが、ブロ
ック２１１の裏面には凸部２４０と嵌合する凹部を設け、そしてブロック２１１の凹部を
当接基部２１０又は他のブロック２１１の凸部２４０へ嵌め込むことにより達成される。
なお、凹部は、凸部２４０を略完全に収容する開口部だけでなく、例えば複数の短い突起
物により凸部２４０を周囲から部分的に囲むような構造を有するものであってもよい。
【００９２】
　本実施形態では、当接基部２１０及び／又はブロック２１１の表面に設けられる凸部２
４０及びブロック２１１の裏面に設けられる凹部は複数個配置されている。また、図示し
ないが、凸部２４０及び凹部は、前述の構成とは逆に凹部を当接基部２１０及び／又はブ
ロック２１１の表面に設け、凸部２４０をブロック２１１の裏面に設けてもよい。なお、
本実施形態では、各ブロック２１１にはビス止めするための孔又は長穴２５０が形成され
ており、各ブロック２１１は、位置ズレや脱落を完全に防止する目的で、ネジ２６０を用
いて当接基部２１０のネジ孔２７０へビス止めされる。このため、各ブロック２１１に設
けられた孔又は長穴２５０は、ネジ２６０の胴部を通過させるが頭部は通過させないよう
に、下向き凸形の断面を有する２段幅の開口部を形成している。
【００９３】
　このように、本実施形態では、ブロック２１１と当接基部２１０との連結およびブロッ
ク２１１と他のブロック２１１との連結は、嵌合方向と直交する方向には物理的に移動で
きない円形の凸部２４０と凹部による嵌合構造を利用しているので、例えば手摺り本体６
へ傾転させるような横方向の力が加えられても、ブロック２１１と当接基部２１０との間
でおよびブロック２１１と他のブロック２１１との間では位置ズレを生じることがない。
【００９４】
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　図９には、本実施形態の浴槽用手摺り１を、内壁は強度を有するが、リム部９０ａ以外
のエプロン９１ａは強度を有さない３つの異なる形状の浴槽側壁９ａへ取り付けた状態が
示されている。図９（ａ）の浴槽側壁９ａは、リム部９０ａがエプロン９１ａよりも奥ま
っており、図９（ｂ）の浴槽側壁９ａはリム部９０ａがエプロン９１ａと略面一であり、
そして、図９（ｃ）の浴槽側壁９ａはリム部９０ａがエプロン９１ａよりも出張っている
形状を有している。また、図１０には、本実施形態の浴槽用手摺り１を、内壁も外壁も強
度を有する３つの異なる形状の浴槽側壁９ｂへ取り付けた状態が示されている。図１０（
ａ）の浴槽側壁９ｂは、リム部９０ｂがリム部９０ｂ以外の外壁９１ｂよりも奥まってお
り、図１０（ｂ）の浴槽側壁９ｂはリム部９０ｂがリム部９０ｂ以外の外壁９１ｂと略面
一であり、そして、図１０（ｃ）の浴槽側壁９ｂはリム部９０ｂがリム部９０ｂ以外の外
壁９１ｂよりも出張っている形状を有している。
【００９５】
　図９、１０に示されているように、本実施形態の浴槽用手摺り１は、浴槽の外壁と当接
する固定フレーム２の当接部２１がその一部領域の厚みを残部領域の厚みよりも厚肉化又
は薄肉化できるので、原則として浴槽の形状や形式を選ばず、浴槽の内壁も外壁も強度を
有する部材から製作されている浴槽（図１０）であっても、浴槽の内壁は強度を有するが
リム部９０ａ以外の外壁は強度を有さない浴槽（図９）であっても取り付けることができ
る。
【００９６】
　具体的には、図１０（ａ）～（ｃ）に示されているように、浴槽の外壁が、リム部９０
ｂ付近に段差がある場合を含み且つ強度を有する外壁の場合、本実施形態の浴槽用手摺り
１は、壁面形状に追従するように当接部２１の一部の厚みを調整することにより当接部２
１の押付け力（反力）を、引き圧部３３の押付け力と略鏡面対称の位置で対向するように
当接面全体へ分散させることができる。このため、本実施形態の浴槽用手摺り１は、浴槽
用手摺り１に回転モーメントを生じさせることなく浴槽側壁９ｂの内外において釣り合い
のとれたクランプ状態を形成することができる。また、当接部２１の押付け力（反力）が
分散されると単位面積当たり押付け力（反力）も低減されるので、浴槽側壁９ｂを損傷す
るリスクが低減されると共に、浴槽用手摺り１の取り付けが許容される浴槽側壁９ｂの強
度範囲（適用範囲）も拡大される。
【００９７】
　なお、図１０（ａ）～（ｃ）に示されているように、浴槽の内壁及び外壁が一体的に製
作されていても、その内部が空洞である場合は外壁が十分に強度を有していないことがあ
るので、その場合は図１，２に示される脚部５を固定フレーム２へ取り付ければ、浴槽用
手摺り１の転倒や浴槽側壁からの脱落を効果的に防止することができ、浴槽用手摺り１の
より高い安全性が確保される。
【００９８】
　また、浴槽の外壁が、図９（ａ）～（ｃ）に示されているように、リム部９０ａ付近に
段差がある場合を含み且つリム部９０ａ以外で強度を有さない外壁の場合、本実施形態の
浴槽用手摺り１は、当接部２１の一部の厚みを調整することにより当接部２１の押付け力
（反力）を浴槽外壁のリム部９０ａのみへ加えられるように集中させることができる。こ
のため、本実施形態の浴槽用手摺り１は、リム部９０ａ以外の外壁が強度を有さない浴槽
についても強固に取り付けることが可能となり、また、リム部９０ａ以外の強度を有さな
いエプロン９１ａの損傷を防止することもできる。
【００９９】
　また、本実施形態の浴槽用手摺り１では、上述のような浴槽内壁は強度を有するがリム
部９０ａ以外の外壁（エプロン９１ａ）は強度を有さない浴槽へ取り付ける場合は、浴槽
用手摺り１の転倒や浴槽側壁９ａからの脱落を防止するために、図９（ａ）～（ｃ）に示
されているような端部のゴム脚５６が床面と当接する脚部５を固定フレーム２に取り付け
ることが好ましい。この場合、使用者により横方向へ荷重が加えられても或いは浴槽内外
のクランプ力の中心位置に偏心が生じていても、浴槽用手摺り１が傾転又は転倒するのを
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極めて効果的に防止することができる。
【０１００】
　近年のユニットバスはデザイン性やメンテナンス性を考慮して、浴槽外壁の上部が内壁
と連続する強度を有するリム部として構成され、リム部の下部が強度を有さない取り外し
可能なエプロンとして構成されていることが多い。そのため、本実施形態の浴槽用手摺り
１のように、固定フレーム２の当接部２１をその上部領域の厚みがその下部領域の厚みよ
りも厚肉化又は薄肉化されているように構成すると、浴槽外壁の上部（リム部とエプロン
の接続部分）に生じる段差を容易に吸収することができるので、殆どのユニットバスに適
用させることができるようになる。
【０１０１】
　可動フレーム３の内側に取り付けられている引き圧部３３（図６）は、特に浴槽内の壁
面を的確に押圧し、グリップ力を高めるために設けられている。そのため、引き圧部３３
の縦方向の長さは、当接部２１の縦方向の長さと同等かそれよりも長く、その表面には滑
り止めラバー３４が装着されている。また、引き圧部３３は、湾曲、傾斜等した浴槽側壁
の形状に柔軟に追従できることを重視して固定フレーム２の内側に首振り可能に取り付け
られているが、当接部２１のように、可動フレーム３の内側に首振り不能に固定されてい
てもよい。また、引き圧部３３の個数も１つであっても、図示されているように２つ以上
であってもよく、さらに、引き圧部３３を２つ以上取り付ける場合は、一部を首振り可能
とし一部を固定式としてもよい。
【０１０２】
　図６を参照して理解されるように、２つの引き圧部３３はそれぞれに固定ピンにより連
結プレート３５へ軸支されており、連結プレート３５は固定ピンにより第２の可動フレー
ム３ｙの引込み部３０へ軸支されている。各固定ピンを用いた２つの引き圧部３３の固定
および連結プレート３５の固定には遊びが設けられているので、２つの引き圧部３３はそ
れぞれに連結プレート３５に対して首を振ることが可能であり、そして連結プレート３５
も引込み部３０に対して首を振ることができる。
【０１０３】
　引き圧部３３は、浴槽側壁との摩擦力を増大させるために樹脂や金属からなる平板、硬
質／軟質ラバー又はそれらの組み合わせ部品から形成することができ、そして引込み部３
０の一体的な部位として構成してもよいし、或いは本実施形態のように引込み部３０から
分離した別体の部品として構成してもよい。また、引き圧部３３を引込み部３０とは別体
の部品として構成した場合は、上述したように、湾曲、傾斜等した浴槽側壁にスムーズに
追従できるように、引き圧部３３を引込み部３０に対して首振り可能に取り付けてもよい
。
【０１０４】
　本実施形態の移動装置４は、図５によく示されているように、引込み操作部３１に取り
付けられたナット４１と、ナット４１と螺合しているボルト軸４０と、そしてナット４１
を回転させるためのハンドルノブ４２とを含んでいる。ナット４１は引込み操作部３１の
開口３１０に回動可能に連結されており、そしてボルト軸４０の先端部分は垂直部２０の
取付穴２００に対して回動不能に取り付けられている。
【０１０５】
　移動装置４をナット４１及びボルト軸４０によって構成すると、ボルト軸４０の螺進退
により、引込み操作部３１を垂直部２０に対して容易に近接又は離間させることができ、
さらにその状態も確実に保持することができる。また、図示しないが、ボルト軸４０を垂
直部２０に対して首振り可能に連結すると、上述したように可動フレーム３を固定フレー
ム２に対して首振り可能に固定することができる。
【０１０６】
　さらに、本実施形態の場合、ボルト軸４０は、引込み操作部３１に取り付けられたナッ
ト４１を回転することにより螺進退されるため、ナット４１を回転するためのハンドルノ
ブ４２の位置は引込み操作部３１に対して不変であり、浴槽用手摺り１から突出する危険
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部位を減らすことができる。このため、ハンドルノブ４２には、その内部に、ナット４１
を回転させることにより後退させたボルト軸４０の後端部分を収容するための収納室４２
０が設けられており、ハンドルノブ４２はボルト軸４０から使用者を保護する保護カバー
としても機能する。
【０１０７】
　また、本実施形態では、ボルト軸４０の先端部分は固定フレーム２に回動不能に連結さ
れており、該ボルト軸４０と螺合するナット４は可動フレーム３に回動自在に取り付けら
れている。このため、ハンドルノブ４２で可動フレーム３に取り付けられたナット４を回
転すると、該ナット４と螺合したボルト軸４０が、可動フレーム３と固定フレーム２の相
対位置を変化させ、そして該可動フレーム３に取り付けられた引き圧部３３が浴槽側壁へ
向けて引き込まれる。
【０１０８】
　そのため、本実施形態の浴槽用手摺り１では、固定フレーム２を浴槽側壁へ当接させて
載置した後は、引き圧部３３を浴槽側壁へ引き込んでも、固定フレーム２及び該固定フレ
ーム２に取り付けられた上部グリップ６０が浴槽側壁から移動して離れてしまうという問
題がなく（図１１参照）、その結果、上部グリップ６０は洗い場側へ傾転され難い構造と
なっている。また、浴槽用手摺り１を固定するために、洗い場側から、固定フレーム２に
対して近接離反する押圧板などを取り付ける必要もなくなる。
【０１０９】
　本実施形態の移動装置４には、ハンドルノブ４２とナット４１との間に、所定の力未満
では、ハンドルノブ４２からナット４１へ回動力を伝達し、そして所定の力以上では、ハ
ンドルノブ４２からナット４１への回動力の伝達を遮断するトルク伝達・遮断手段４３が
組み込まれている。
【０１１０】
　移動装置４がトルク伝達・遮断手段４３が組み込まれていると、使用者がハンドルノブ
４２を回して引き込み部３０を垂直部２０へ向けて強力に引き込んでも浴槽側壁を破損す
ることなく、必要にして十分な引き圧力（クランプ力）をもって浴槽用手摺り１を浴槽側
壁へ取り付けることができる。
【０１１１】
　本実施形態の浴槽用手摺り１では、ボルト軸４０の先端部分はフランジ４００を有する
矩形形状に加工されており、固定フレーム２の垂直部２０には、ボルト軸４０の先端部分
と嵌合する取付穴２００が設けられている。このため、ボルト軸４０の先端部分を垂直部
２０の取付穴２００に挿通し、先端部分が露出した側から該取付穴２００より大きな外径
を有する止めカバー４０１をネジ止めすることにより、ボルト軸４０の先端部分は固定フ
レーム２に回動不能に連結される。
【０１１２】
　一方、第１の可動フレーム３ｘの垂直部２０には開口３１０が設けられており、そして
ナット４１は、引込み操作部３１の開口３１０へ挿通される胴部４１０と、胴部４１０に
固着されており且つ一方の側から引込み操作部３１へ当接させるために開口３１０より大
きな外径を有する第１のフランジ部４１１と、そして他方の側から引込み操作部３１へ当
接させるために開口３１０より大きな外径を有し且つ胴部４１０へ着脱自在に取り付けら
れる第２のフランジ部４１２とを備えている。
【０１１３】
　このため、ナット４１は、胴部４１０が開口３１０へ挿通され、第１のフランジ部４１
１とは反対側から第２のフランジ部４１２が装着されることにより、可動フレーム３へ回
転自在に取り付けられる。また、第１のフランジ部４１１と引込み操作部３１との間及び
第２のフランジ部４１２と引込み操作部３１との間には樹脂製のワッシャー４１３が挿入
されており、ナット４１のガタ付きを抑え、可動フレーム３の引込み操作部３１に対する
ナット４１の回転が円滑になるようにされている。
【０１１４】
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　図５に示されているように、本実施形態で使用されるトルク伝達・遮断手段４３は、ハ
ンドルノブ４２の回転と同調し、且つハンドルノブ４２の回転軸に対して直交するトルク
伝達面４３１を備えた伝達部４３０と、ナット４１の回転と同調し、且つトルク伝達面４
３１に当接されるトルク伝受面４３３を備えた伝受部４３２とを有しており、そしてトル
ク伝達面４３１及びトルク伝受面４３３はそれぞれに、伝達される回動力が所定の値未満
では、トルク伝達面４３１とトルク伝受面４３３とを相互に係止し、そして伝達される回
動力が所定の値以上では、トルク伝達面４３１とトルク伝受面４３３との間で滑りを生じ
させる傾斜面を備えた凹部または凸部を含んでいるという特徴を有している。
【０１１５】
　また、トルク伝達・遮断手段４３は、伝達部４３０がハンドルノブ４２の回転軸方向に
移動可能に取り付けられており、そして移動可能に取り付けられた伝達部４３０を、伝達
部４３０と対向する伝受部４３２へ向けて付勢する伝達部付勢手段４３４を備えている。
また、伝達部付勢手段４３４の端部は、ネジ４３５によってナット４１の端部に装着され
るストッパー４３６によって固定されている。
【０１１６】
　トルク伝達・遮断手段４３のトルク伝達面４３１の中心及びトルク伝受面４３３の中心
は、ハンドルノブ４２及びナット４１の回転軸と同軸上に配置されている。またトルク伝
達面４３１上及びトルク伝受面４３３上には、それぞれにトルク伝達面４３１又はトルク
伝受面４３３から傾斜した斜面を含む凹部／凸部が形成されている。トルク伝達面４３１
の傾斜面及びトルク伝受面４３３の傾斜面は、可動フレーム３の引き圧板３３を浴槽側壁
へ向けて引き込むようにハンドルノブ４２を回す時、互いに対向する相手側の傾斜面を昇
るように勾配が付けられている。
【０１１７】
　そして、トルク伝達面４３１を有する環状の伝達部４３０はハンドルノブ４２及びナッ
ト４１の回転軸に沿ってスライド可能に装着されており、且つ弾性体（伝達部付勢手段）
４３４によってトルク伝受面４３３に向けて付勢されている。弾性体４３４は、コイルバ
ネ、皿バネ、弾性樹脂材料など弾性変形可能なものであれば特に限定されることなく公知
のものを使用することができる。
【０１１８】
　このため、トルク伝達面４３１の傾斜面とトルク伝受面４３３の傾斜面との間には常に
一定の摩擦力が生じている。そしてハンドルノブ４２からナット４１へ伝達されるトルク
が所定の値未満である時、トルク伝達面４３１の傾斜面はトルク伝受面４３３の傾斜面を
乗り越えることができず、互いに噛み合った状態で係合している。そしてこの係合により
、ハンドルノブ４２のトルクがナット４１へ伝達され、該ナット４１と螺合するボルト軸
４０が可動フレーム３と固定フレーム２の相対位置を変化させ、そして該可動フレーム３
に取り付けられた引き圧板３３を浴槽側壁へ向けて引き寄せる。
【０１１９】
　一方、ハンドルノブ４２からナット４１へ伝達されるトルクが所定の値以上になると、
トルク伝達面４３１の傾斜面はトルク伝受面４３３の傾斜面との間に滑りが生じる。その
結果、トルク伝達面４３１を備えた環状の伝達部４３０は弾性体４３４に抗して後退し、
トルク伝達面４３１の傾斜面がトルク伝受面４３３の傾斜面を乗り越えることによって両
者の係合が解除される。このため、この状態でハンドルノブ４２を回してもハンドルノブ
４２はナット４１に対して空回りするのみであり、ハンドルノブ４２からナット４１へト
ルクが伝達されることはない。
【０１２０】
　また、トルク伝達面４３１の傾斜面の後端にはトルク伝達面４３１に略直交する垂直面
が形成されており、トルク伝受面４３３の傾斜面の後端にはトルク伝受面４３３に略直交
する垂直面が形成されている。トルク伝達面４３１の垂直面とトルク伝受面４３３の垂直
面は、可動フレーム３の引き圧板３３を浴槽の側壁から離間させるようにハンドルノブ４
３を回す時、互いに当接し係合する。そのため、ハンドルノブ４２を、引き圧板３３を浴
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槽の側壁から離間させるように回す時は、伝達されるトルクの大きさに拠らず、常にハン
ドルノブ４２とナット４１は同調して回転する。
【０１２１】
　このように、トルク伝達・遮断手段４３において、ナット４１の回転と同調して回動す
るトルク伝受面４３３は、ナット４１の外周面に取り付けられている。このため、トルク
伝達・遮断手段４３は、ナット４１本体と一部重複して配置することができるので、トル
ク伝達・遮断手段４３及び該トルク伝達・遮断手段４３を備えたハンドルノブ４２の可動
フレーム３からの突出長さを抑えることができる。
【０１２２】
　図１、２を参照して、本実施形態の浴槽用手摺り１において、上部グリップ６０と脚部
５が取り付けられており、側面視において下向きに略Ｌ字型の固定フレーム２について説
明する。
【０１２３】
　本実施形態では、上部グリップ６０は、後述するスリーブ２０１の挿通孔２０２及びロ
ックピン２０４と整列する複数のピン孔６０１を備えた２本の支持脚６００を有しており
、固定フレーム２の垂直部２２は、該支持脚６００をスライド可能に受け入れるための２
つのスリーブ２０１を備えている。また、それぞれのスリーブ２０１には挿通孔２０２が
設けられており、該挿通孔２０２には、バネ２０３によりスリーブ２０１の内部へ向けて
付勢されたロックピン２０４が取り付けられている。
【０１２４】
　このため、本実施形態の浴槽用手摺り１では、バネ２０３の付勢に抗する方向へロック
ピン２０４のつまみ２０５を動かし、ロックピン２０４による支持脚６００の係止を解除
することにより、上部グリップ６０は上下方向に簡単に高さ調節ができるようになる。一
方、支持脚６００のピン孔６０１がスリーブ２０１の挿通孔２０２と整列した位置におい
て、つまみ２０５を自由にすると、バネ２０３により、ロックピン２０４は挿通孔２０２
を通ってピン孔６０１の中に挿入されるので、支持脚６００は簡単にスリーブ２０１の中
に係止され、上部グリップ６０は固定フレーム２に固定される。
【０１２５】
　また、本実施形態の浴槽用手摺り１では、固定フレーム２の垂直部２０には、長さ調節
自在の脚部５が取り付けられている。図２に示されているように、脚部５は、ネジ５２に
より固定フレーム２へネジ止めされる外筒体５０と、外筒体５０とスライド可能に嵌合す
る内筒体５１とから構成されている。詳細は図示しないが、内筒体５１は外筒体の貫通孔
と整列する複数の貫通孔を有しており、内筒体５１の貫通孔を外筒体５０の貫通孔と整列
させてロックピンを差し込むことにより脚部５の長さを調節することができる。また、外
筒体５０の下端には縦方向に延びた複数のスリットが設けられており、該スリットが設け
られた外筒体５０のテーパー面上をリング５３を回転移動させることにより、外筒体５０
の下端を縮径又は拡径させて脚部５の長さを調節することもできる。さらに、内筒体５１
の下端にはナット５４と螺合するボルト軸５５によって支持された円錐台形のゴム脚５６
が設けられているので、脚部５の長さを微調節することもできる。
【０１２６】
　このように、本実施形態の浴槽用手摺り１では、固定フレーム２に取り付けられた脚部
５の長さを調節することにより、先端部のゴム脚５６を洗い場の床面と当接させることが
できるので、浴槽用手摺り１の使用により、固定フレーム２や可動フレーム３に、固定フ
レーム２や可動フレーム３を当接部２１側へ向けて倒そうとする回転モーメントが働いて
も十分に対向することができ安全である。
【０１２７】
　また、本実施形態では、脚部５は１本であるので、固定フレーム２や可動フレーム３に
、固定フレーム２や可動フレーム３を浴槽側壁の壁面に沿って倒そうとする回転モーメン
トが働いても、脚部が複数本配置されている時のように、一部の脚部に床面との間に隙間
が生じてガタ付くようなことがない。なお、図示しないが、使用者により付加される力も
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脚部によって支えられるようにするため、上部グリップ６０の支持脚６００を脚部と直接
連結させる構造としてもよい。
【０１２８】
　以下に、本実施形態の浴槽用手摺り１の浴槽側壁への取り付け方法を簡単に説明する。
本実施形態の浴槽用手摺り１では、先ず可動フレーム３の引込み部３０と引込み操作部３
１との離間距離が浴槽の厚みに適合するように第１の可動フレーム３ｘと第２の可動フレ
ーム３ｙとの連結状態を調節し固定する。
【０１２９】
　次に、水平部２２を浴槽側壁の上面に直接載置し且つ垂直部２０の当接部２１を浴槽側
壁の側面に当接させた位置へ固定フレーム２を仮置きし、その状態にて脚部５の先端部が
洗い場の床面と当接するように脚部５の長さを調節する。特に浴槽側壁がリム部とエプロ
ン部を有している場合は、当接部２１はリム部へ当接させるとよい（図９参照）。
【０１３０】
　ハンドルノブ４２を回すことにより可動フレーム３の引込み部３０に取り付けられた引
き圧部３３を浴槽側壁の側壁に当接させ、さらにトルク伝達・遮断手段４３によりハンド
ルノブ４２が空回りする（ハンドルノブ４２からナット４１への回動力の伝達を遮断され
る）までハンドルノブ４２を回す。
【０１３１】
　この結果、本実施形態の浴槽用手摺り１は、浴槽側壁を破損することなく、固定フレー
ム２と浴槽側壁の上面との間に位置ズレや摩擦力（残留応力）も生じさせることなく、さ
らに湾曲、傾斜等した形状を有する浴槽側壁であっても柔軟に追従させながら強固に浴槽
用側壁に取り付けることができる。
【０１３２】
　上記のように本実施形態の浴槽用手摺り１を浴槽用側壁に取り付けた後は、ロックピン
２０４のつまみ２０５を動かし、ロックピン２０４による支持脚６００の係止を解除する
ことにより上部グリップ６０の高さ調節を行い、そして支持脚６００のピン孔６０１がス
リーブ２０１の挿通孔２０２と整列した位置においてつまみ２０５を自由にすることによ
り上部グリップ６０の位置を調節する。
【符号の説明】
【０１３３】
　１，１ｘ・・・・・浴槽用手摺り
　２・・・・・固定フレーム
　２０・・・・垂直部
　２００・・・取付穴
　２０１・・・スリーブ
　２０２・・・挿通孔
　２０３・・・バネ
　２０４・・・ロックピン
　２０５・・・つまみ
　２１，２１ａ，２１ｘ・・・当接部（押圧受け部）
　２１０・・・当接基部
　２１１，２１１ａ～２１１ｃ・・・ブロック
　２１２ａ～２１２ｃ，２１３ａ～２１３ｃ・・・サブブロック
　２１４，２１４ａ～２１４ｃ・・・弾性ラバー
　２２０・・・凸部
　２３０・・・凹部
　２４０・・・凸部
　２５０・・・長穴、孔
　２６０・・・ネジ
　２７０・・・ネジ孔
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　２２・・・・水平部
　２２１・・・ネジ穴
　３・・・・・可動フレーム
　３ｘ・・・・第１の可動フレーム
　３ｙ・・・・第２の可動フレーム
　３０・・・・引込み部
　３１・・・・引込み操作部
　３１０・・・開口
　３２・・・・連結部
　３２ｘ・・・第１の連結部
　３２ｙ・・・第２の連結部
　３２０・・・ネジ穴
　３２１・・・長穴
　３２２・・・係止溝付きスリット
　３２３・・・切込み
　３２４・・・係止溝
　３３，３３ｘ・・・・引き圧部（押圧部）
　３４・・・・滑り止めラバー
　３５・・・・連結プレート
　４，４ｘ・・・・・移動装置
　４０・・・・ボルト軸
　４００・・・フランジ
　４０１・・・止めカバー
　４１・・・・ナット
　４１０・・・胴部
　４１１・・・第１のフランジ部
　４１２・・・第２のフランジ部
　４１３・・・ワッシャー
　４２・・・・ハンドルノブ
　４２０・・・収納室
　４２１・・・収納胴部
　４２２・・・回転フランジ
　４３・・・・トルク伝達・遮断手段
　４３０・・・伝達部
　４３１・・・トルク伝達面
　４３２・・・伝受部
　４３３・・・トルク伝受面
　４３４・・・付勢手段
　４３５・・・ネジ
　４３６・・・ストッパー
　５・・・・・脚部
　５０・・・・外筒体
　５１・・・・内筒体
　５２・・・・ネジ
　５３・・・・リング
　５４・・・・ナット
　５５・・・・ボルト軸
　５６・・・・ゴム脚
　６，６ｘ・・・・・手摺り本体
　６０・・・・上部グリップ
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　６００・・・支持脚
　６０１・・・ピン孔
　６１・・・・側部グリップ
　９，９ａ，９ｂ・・・浴槽側壁
　９０ａ，９０ｂ・・・リム部
　９１ａ・・・エプロン
　９１ｂ・・・外壁
　Ｌ０，Ｌ１，Ｌ２・・・手摺りの中心と浴槽側壁の中心との距離

【図１】 【図２】



(25) JP 6706567 B2 2020.6.10

【図３】 【図４】

【図５】 【図６】



(26) JP 6706567 B2 2020.6.10

【図７】 【図８】

【図９】 【図１０】



(27) JP 6706567 B2 2020.6.10

【図１１】 【図１２】



(28) JP 6706567 B2 2020.6.10

10

フロントページの続き

    審査官  下井　功介

(56)参考文献  特開２０１５－１７３６９９（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２０００－３３６８８２（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２０１６－０７３５１４（ＪＰ，Ａ）　　　
              国際公開第２０１３／１５７０７８（ＷＯ，Ａ１）　　
              特開２００１－３２１２８２（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００２－１４３０１７（ＪＰ，Ａ）　　　
              実開平０３－０６０５９０（ＪＰ，Ｕ）　　　
              特開２０１１－１８９０６９（ＪＰ，Ａ）　　　
              米国特許第０５６１５４２２（ＵＳ，Ａ）　　　

(58)調査した分野(Int.Cl.，ＤＢ名)
              Ａ４７Ｋ３／００、３／０２～４／００


	biblio-graphic-data
	claims
	description
	drawings
	overflow

